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出版【press】という活動を通じて、人々に感動【impress】を

もたらしたい。「impress」という社名には、そうした思いが

込められています。シンボルマークに描かれた赤・青・緑の

三本の輪はディスプレイのRGBを象徴し、中心を貫く3本

の矢は文字・画像・音声の3つの情報形態を表しています。



2株主の皆さまへ

株主の皆さまにおかれましては、益々ご清栄のこととお慶び申し

上げます。平素は格別のご支援を賜り、厚く御礼申し上げます。

インプレスグループ2003年3月期事業報告書をお届けします。こ

の1年間のグループ全体の概況についてまとめました。当社グルー

プへの理解を深めていただく一助となれば幸いです。

2003年3月期は、パソコン販売の不振をはじめとしてIT業界は全

般的に大変厳しいものがありました。また同時に出版業界全体で

の売上不振、雑誌及びインターネット広告の不振も重なり、当社グ

ループは大変困難な状況に陥りました。

このため、収益性の回復に向け業績不振の子会社を清算したほ

か、不採算事業の一部を整理するなど事業の選択と集中をおこな

いました。また、希望退職者募集などの施策により固定費削減を

断行した結果、営業損失額は2002年3月期より縮小したものの、引

き続き大幅な経常赤字を計上いたしました。

今期は前年度から引き続き、固定費の削減・直接原価のコント

ロールなど、収益性の回復に向けた各種の努力を継続し収支均衡

を図る一方で、成長性の回復をおこなうことが重要なテーマとな

ります。

そのためには、経営革新プランに沿い各種の新製品・新サービ

スを生み出しお客さまに提供することで、前年度にほぼ匹敵する

売上高を確保してまいります。

皆さまにおかれましては、より一層のご指導・ご関心を賜ります

ようお願い申し上げます。

株式会社インプレス
代表取締役社長

株主の皆さまへ



3 「経営革新プラン」を策定

当社グループの状況とメディア産業を取り巻く経営環

境の変化に対応すべく、新たなグループ経営方針として

「経営革新プラン」を策定いたしました。「経営革新プラ

ン」では、以下の4点を基本方針としております。

�S�l� �̂‡�w�Ç�”�¶�•�w�V�Š�I�T�s�0� 

当社グループはお客さまと“知恵と感動”を共有するた

めに、直接的・間接的なコミュニケーションを大切にして

まいります。お客さまとのコミュニケーションから皆さま

の求めている商品・情報を把握し、いち早く提供します。

また当社が収集・編集・創造した情報を、ダイレクトなコ

ミュニケーションを通してリアルタイムにお届けします。
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お客さまに満足していただくためには、独自の専門性

を高めていくことが何よりも大切だと認識しております。

お客さまのニーズに対応し細分化した事業分野毎に、高

度なコンテンツとサービスを提供してまいります。

また、お客さまがそれぞれのライフスタイルに合わせて

当社グループのコンテンツに接することができるように、

紙だけでなく様々なデバイスに対応したクロスメディア化

を推進します。

当社ではこれらの高度なコンテンツやサービスの提供

を、効率化され一貫した業務プロセスから生み出すこと

で収益性を高めてまいります。
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お客さまに様 な々メディアを通して新しい価値を提供す

ることを、当社は“知恵と感動”を共有する「場の創造」で

あると考えています。当社は新しい分野・新しいメディ

アの創造をおこなう中で、より多くのお客さまと共有でき

る場を広げてまいります。

また自ら情報を創造し発信するお客さまに対して、「場

の創造」によって培われたメディアとしてのプロモーショ

ン力を提供することで、当社だけでは成し得ない協調に

よる価値創造を目指します。
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上記1～3の方針を有効に機能させるために、当社グ

ループは持株会社を中心とした分社経営体制を構築し

てまいります。資金調達等、集中することにより優位性を

生み出す機能を持株会社に統合し、一方で顧客セグメン

トに対応した子会社又は当社カンパニーに事業遂行に

関わる権限と責任を大幅に委譲し、迅速な事業執行を

おこないます。
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「経営革新プラン」を策定

専門性 

クロスメディア 

会員向けサービスの強化 

新製品・サービスの拡充 

外部成長の取り込み 
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4事業トピックス

事業トピックス

Webサービス時代到来に

先駆けた日本初の.NET専

門誌「.NETテクノロジー」を

創刊しました。（2002年8月）
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「五感商品の創りかた

スローなビジネスに帰れ2」

出版業界で初めて、新刊書の電子書籍

を単行本に先駆けて発売。価格も安

く、店頭発売より２週間早い先行電子

出版が話題となりました。（2003年2月）

昨年に引き続き今年も「年賀状

Web2003」を通じて“アフガニ

スタン難民支援チャリティ”を実

施しました。全国から書き損じ

はがきを募集し、そのはがきを

手数料当社負担で換金、総額

1,500,649円を財団法人日本

ユニセフ協会に寄付しました。

（2003年1月）
「知識コミュニティーで浮上せよ！」

～著者と読者の知識交流QAの場～

http://internet.impress.co.jp/QA/

本の発売と同時に、ネット上に読者が著者に直接

質問できる場を開設し、二つの要素で構成される

新しい出版形態を展開しました。（2003年5月）

次世代ネットワーク社会を実現す

るためのニューテクノロジーIPv6

の専門誌「IPv6 magazine」を創

刊しました。（2002年4月）

http://direct.ips.co.jp/pc/iHtml/download/

インプレスダイレクトが、PCソフトのダウンロード販売を開始。

ユーザの利便性を考え、「パッケージ版」「ダウンロード版」

「ライセンス版」の販売方法を揃えました。（2002年11月）



5 2003年3月期営業概況

当期における出版業界は、減少率こそ圧縮されたもの

の、市場規模は1997年以来6年連続の縮小となり、2兆3

千億円程度にとどまっております。インターネット関連で

は、ブロードバンドユーザーの増加に伴いコンテンツビジ

ネスの潜在マーケットが拡大しているほか、インターネッ

ト広告市場は他の媒体の広告が軒並み対前年マイナスと

なる中、前年比プラスとなりました。

このような状況の中、当社を事業持株会社とした当社

グループでは、業績不振の個人向け金融情報コンテンツ

子会社、株式会社パックスネットインプレスを清算したほ

か、技術系の翻訳出版など不採算事業の一部を整理す

るなどの事業の選択と集中、変動費及び固定費の削減

など、中期的な収益性の回復に向けた施策に取り組んで

まいりましたが、出版事業の落ち込みなどにより収益性

の悪化を招くこととなりました。

また当期は、希望退職者募集に伴う特別退職金及び

オフィススペース縮小による移転費用等の事業構造改革

費、ソフトウェアなどの廃棄による固定資産除却損、投資

した企業の経営状況に鑑み評価を見直した結果の投資

有価証券評価損など、808百万円の特別損失を計上いた

しました。

これらの結果、当社グループの当期連結売上高は前

期（12,805百万円）比13.4％減の11,090百万円、営業損失

は953百万円（前期1,346百万円）、経常損失は882百万円

（前期1,317百万円）、当期純損失は1,954百万円（前期

1,247百万円）となりました。
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2003年3月期営業概況
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IT分野につきましては、雑誌及びムックの年末の定番

商品『年賀状CD-ROM』シリーズは堅調に推移いたしま

したが、関連業界の広告宣伝費圧縮により広告売上高

が減少しております。また、パソコン解説書籍「できる」

シリーズの売上高がパソコン入門者向け書籍市場縮小の

影響を受け大幅に減少したほか、収益性が悪化してい

た技術情報関連の翻訳出版を縮小したため、売上高は

前期（5,813百万円）比22.1％減の4,527百万円となってお

ります。

音楽分野は、既存の楽器演奏及び音楽制作をテーマ

とした雑誌の販売及び広告売上高が前期に引き続き堅

調に推移したほか、音楽系の強みを生かした女性向け

ライフスタイル月刊誌『LUIRE（ルイール）』が部数・広告

ともに増加いたしました。一方、不採算となっておりまし

た月刊誌『BADGE（バッヂ）』を休刊し、ムック及び書籍

（楽譜）のラインナップを見直し新刊点数を抑制した結

果、音楽分野の売上高は、前期（2,991百万円）比5.2％減

の2,834百万円となりました。

デザイン分野は、既存雑誌の販売が堅調に推移したほ

か、上期に発売いたしましたアニメ関連商品なども含む

書籍が好調に推移しており、雑誌広告の売上高は関連

市場全体の縮小傾向を反映して減少いたしましたが、売

上高では前期（1,041百万円）比4.4％増の1,087百万円と

なりました。

これらの結果、出版事業の売上高は前期（9,845百万

円）比14.2％減の8,449百万円となり、人員削減による固

定費の減少と、広告宣伝費など販売費の削減をおこな

いましたが、営業利益は前期（1,010百万円）に比べ

22.8％減少し、780百万円となりました。
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2003年3月期営業概況

コンテンツ事業では、ブロードバンド環境の普及を背

景としたインターネット利用状況の変化に対応し、コンテ

ンツの充実と広告メニューの多様化などインターネット広

告の販売強化につとめてまいりました結果、主軸となる

広告売上高は前期（706百万円）比5.0％増加し741百万

円となりました。一方、有料コンテンツ売上高は減少し

124百万円となりました。

インターネット上の通信販売サイト「インプレスダイレクト

（http://direct.ips.co.jp/）」を主体とした「EC事業」では、

音楽分野の出版物やデザイン分野のアニメ関連製品など

の販売を強化したことにより、グループ製品の売上高は

増加いたしましたが、前期に比べPCソフト、DVD/CDな

どの仕入れ商品の売上高が大幅に減少し、前期（1,728

百万円）比19.9％減の1,385百万円となりました。

サービスその他の事業では、不採算事業の一部を整

理しておりますが、前期同様、企業向けWeb制作受注及

びその他受託制作事業が堅調に推移し、売上高は前期

（322百万円）比20.8％増の388百万円となりました。

これらの結果、デジタル事業の売上高は前期（2,960百

万円）比10.8％減の2,641百万円となりましたが、利益率

の高いインターネット広告や自社製品のEC売上高が増加

したこと、不採算事業の整理や人員削減等により営業費

用が減少したことなどにより、営業損益は前期（営業損失

815百万円）に比べ損失幅が減少し、営業損失496百万円

となりました。
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2003年3月期デジタル事業売上高構成比 デジタル事業売上高／営業利益の推移
インプレスダイレクト
http://direct.ips.co.jp/
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2004年3月期は厳しい環境が続く中、経常収支の均衡

を図り、さらにその後の利益達成に向けて体質強化をお

こなうことが重要なテーマです。このため前年度に引き続

き、固定費の削減・直接原価のコントロールなど収益性の

回復に向けた努力を継続する一方で、新製品・新サービ

スの投入により成長性の回復をおこなってまいります。
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IT系出版事業では、入門者向け及びネットビジネス系

書籍の新製品を点数拡大することとしております。またIT

系全ジャンルについて、紙媒体だけでなくいわゆる電子

出版方式での発行も拡大し、読書環境の変化に伴うニー

ズを探る活動をおこないます。

雑誌及び電子コンテンツ双方での重要顧客であります

IT産業広告クライアント様向けには、業界と一般ユーザー

をつなぐメディア広告営業を継続する一方、純粋広告以

外の機能をさらに強化すべく、デジタル系商品開発と先

進ユーザー需要の関係に焦点を当てたリサーチを開始

いたします。また、昨今ますます注目を浴びるオープン

系ソフト・ハード分野向けに専門コンテンツを開発供給

する方針です。

上記により発行点数拡大を見込みますが、収益回復施

策として返品及び在庫適正化を目的に、小ロット多回数

生産方針をとることで総合的な原価率を低減し限界利益

率を高めてまいります。

音楽分野及びデザイン分野は堅調に推移しております

が、今後は隣接分野での新企画投入などにより成長性を

確保してまいります。
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デジタル事業では、インターネット広告の回復基調を想

定し、新媒体の立上げによる広告増収と、スポンサーモ

デル事業の拡充をいたします。また、EC事業につきまし

ては、より利益性の高い自社グループ製品（主に出版物）

の販売促進を強化いたします。
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全社にかかわる収益性回復については、継続的に直

接原価のコントロールをおこなうとともに、専任の業務改

革チームの設置により、内外の協力を得て全業務のプロ

セスの見直しをおこないます。

グループ外部との関係面では、付加価値が期待できる

専門性の高いコンテンツを持った企業や、営業インフ

ラ・ロジスティックスの相互利用などが可能な企業との

M＆A、アライアンス、あるいは人的交流により、ベストプ

ラクティスや知恵の相互移転などをおこない、外部成長

をグループの成長戦略に組み入れてまいります。

��
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��

2004年3月期方針



連結業績の推移

9 連結業績の推移

2001年3月期 2002年3月期 2003年3月期

売上高（百万円） 14,555 12,805 11,090

経常利益（百万円） 559 △1,317 △882

当期純利益（百万円） 383 △1,247 △1,954

総資産額（百万円） 21,998 19,927 17,171

純資産額（百万円） 16,804 15,717 13,511

1株当たり純資産額（円） 162,552.79 126,800.08 110,472.83

遡及修正後の1株当たり純資産額（円） 135,460.66 126,800.08 110,472.83

1株当たり当期純利益（円） 4,955.77 △10,058.68 △15,851.78

遡及修正後の1株当たり当期純利益（円） 3,450.10 △10,058.68 △15,851.78

注　1. 1株当たり純資産額は、期末発行済株式数にもとづいて算出されています。
2. 1株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数にもとづいて算出されています。
3. 遡及修正後の1株当たり指標は2000年6月の1：10及び2001年8月の1：1.2の株式分割を加味し、調整をおこなった数値です。

2001年3月期 2002年3月期 2003年3月期

連結子会社の数 6社 7社 6社

持分法適用関連会社の数 0社 1社 1社

2003年3月期連結子会社

（株）インプレスコミュニケーションズ （株）リットーミュージック

（株）エムディエヌコーポレーション （株）ミュージックメディアリサーチ

（株）クリエイターズギルド Impress Capita l ,  Inc.

2003年3月期持分法適用関連会社

アクセスメディアインターナショナル（株）
注　2002年3月期よりアクセスメディアインターナショナル（株）に対する投資について持分法を適用しております。
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連結財務の状況
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（単位：百万円）
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流動資産1,732百万円減少の主な内訳は、売

上高の減少に伴い受取手形及び売掛金が

1,116百万円減少したこと、製品在庫の圧縮に

より、たな卸資産が243百万円減少したこと等

であります。

�Ô�{���¿�ˆ

新規設備投資の抑制をおこなったこと、固定

資産の除却を317百万円おこなったこと等によ

り、有形固定資産及び無形固定資産が425百

万円減少しております。

また、繰延税金資産の回収可能性を保守的に

見積もりなおした結果、繰延税金資産241百

万円を取崩しております。

�Ô�v�ˆ
Û�4

流動負債555百万円減少の主な内訳は、売上

原価、販売費及び一般管理費が減少したこと

に伴い、買掛金及び未払金が484百万円減少

したこと等であります。

�Ô�¿�Š�w
æ

当期純損失1,954百万円を計上したことによ

り、同額利益剰余金が減少しております。

また、自己資本比率は当期78.7％（前期

78.9％）となっております。

2003年3月期（当期） 2002年3月期（前期）
増減額

（2003年3月31日現在） （2002年3月31日現在）

�¿�ˆ �w
æ

流 動 資 産

固 定 資 産

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

資 産 合 計


Û�4�w
æ

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

	—
: �Ò	� �Ë
ü

少 数 株 主 持 分

�¿�Š�w
æ

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

為替換算調整勘定

自 己 株 式

資 本 合 計

負債、少数株主持分及び資本合計

11,728 13,460 △1,732

5,443 6,466 △1,022

349 500 △150

499 773 △274

4,594 5,191 △597

17,171 19,927 △2,755

3,297 3,852 △555

362 347 14

3,659 4,200 △540

0 8 △7

5,315 5,315 ―

9,802 9,802 ―

△1,613 340 △1,954

80 177 △96

45 92 △47

△119 △11 △108

13,511 15,717 △2,206

17,171 19,927 △2,755

11 連結財務の状況
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不採算事業の一部整理など事業の選択と集中

を進め、変動費及び固定費の削減をおこない

ましたが、出版事業の落ち込みにより収益性が

悪化し、経常損失882百万を計上しております。

�Ô�›���b�ù

特別利益の主な項目といたしましては、「保険

解約返戻金」82百万円、「社債償還益」33百万

円などがございます。

�Ô�›�����æ

特別損失の主な項目といたしましては、ソフト

ウェア廃棄等による「固定資産除却損」317百

万円、投資先企業の経営状況に鑑み評価を見

直した結果の「投資有価証券評価損」279百万

円、希望退職者募集に伴う「特別退職金」136

百万円、オフィス縮小による移転費用等の「事

業構造改革費」52百万円などがございます。

�È�A�©�ß�¿�³ �á�~�Ñ�é�”�-�‰	{�w�Ù �  �ï �Ä

�Ô�©�ß�¿�³�á �~�Ñ�é�” �w	Ý�¯

当期における連結ベースの現金及び現金同等

物は、税金等調整前当期純損失が1,563百万

円（前年同期1,523百万円）となりましたが、売

上債権が減少したこと等により営業活動による

キャッシュ・フローが463百万円となり、投資活

動によるキャッシュ・フロー及び財務活動による

キャッシュ・フローの減少額を上回り、前期末に

比べ68百万円増加し、当期末の残高は6,455

百万円となりました。

2003年3月期（当期） 2002年3月期（前期）
（2002年4月1日から （2001年4月1日から 増減額
2003年3月31日まで） 2002年3月31日まで）

�È�A�©�ß�¿�³�á�~�Ñ�é�”�-�‰	{ �¢�A�«�£
（単位：百万円）

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 損 失

特 別 利 益

特 別 損 失

税金等調整前当期純損失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 損 失

当 期 純 損 失

2003年3月期（当期） 2002年3月期（前期）
（2002年4月1日から （2001年4月1日から 増減額
2003年3月31日まで） 2002年3月31日まで）

463 △253 716

△172 △911 739

△175 △157 △17

6,455 6,387 68

11,090 12,805 △1,715

8,422 9,755 △1,333

2,668 3,050 △381

3,621 4,396 △774

953 1,346 △393

87 80 7

17 51 △33

882 1,317 △434

127 157 △30

808 364 443

1,563 1,523 40

43 1 42

354 △271 626

7 5 2

1,954 1,247 706

12連結財務の状況

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の期末残高
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個別財務の状況
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（単位：百万円）

2003年3月期（当期） 2002年3月期（前期）
増減額

（2003年3月31日現在）（2002年3月31日現在）
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流 動 資 産

固 定 資 産

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

資 産 合 計
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流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

�¿�Š�w
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資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

資 本 合 計

負債及び資本合計

10,199 11,417 △1,217

6,020 7,114 △1,093

245 325 △80

465 718 △252

5,309 6,070 △760

16,220 18,531 △2,311

2,153 2,545 △391

168 115 52

2,321 2,661 △339

5,315 5,315 ―

9,802 9,802 ―

△1,171 611 △1,783

71 151 △80

△119 △11 △108

13,898 15,870 △1,971

16,220 18,531 △2,311

���ù�-�‰	{ �¢�A�«�£
（単位：百万円）

2003年3月期（当期） 2002年3月期（前期）
（2002年4月1日から （2001年4月1日から 増減額
2003年3月31日まで） 2002年3月31日まで）

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 損 失

特 別 利 益

特 別 損 失

税金等調整前当期純損失

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当 期 純 損 失

5,743 7,154 △1,411

4,200 4,710 △509

1,542 2,443 △901

2,406 2,972 △566

863 529 334

407 82 325

14 26 △11

470 472 △2

125 90 35

1,154 326 827

1,499 709 790

△79 △1 △78

363 △296 660

1,783 411 1,372

���æ	r�g （第11期）2003年6月25日承認
（単位：円）

摘　要 金　額

これを次のとおり処理いたしました。

これを次のとおり処分いたしました。

�p�8�°	r�g���æ�w	r�g

当期未処理損失

特別償却準備金取崩額

計

次期繰越損失

1,214,401,316

6,896,001

1,207,505,315

1,207,505,315

�f �w���¿�Š	Ò�(�Ú�w	r
ü

その他資本剰余金

その他資本剰余金次期繰越額

摘　要 金　額

1,500,000,000

1,500,000,000
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株式の状況、インプレスグループの概要

個人・その他 

85.81% 
8,525名 

その他国内法人 

3.17% 
122名 

証券会社 

0.19% 
10名 

外国法人等 

4.46% 
19名 

金融機関 

6.38% 
38名 
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持株数　　 議決権比率

塚本　慶一郎 69,177株 57.51％

ジーエス キャピタル ジャパン ワン エルエルシー 5,040 4.19

郡司　明郎 4,120 3.43

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,748 1.45

猪股　裕一 1,649 1.37

株式会社ホリプロ 1,200 1.00

インプレスグループ従業員持株会 1,041 0.87

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,017 0.85

井芹　昌信 961 0.80

エヌ・アイ・エフベンチャーズ株式会社 833 0.69

※当社は自己株式1,752株を保有しております。
※端株につきましては切り捨てて表示しております。

※自己株式は「個人・その他」に含めて記載しております。

�q�þ�“�A
商号 株式会社インプレス
本店所在地 東京都千代田区三番町20番地
設立 1992年4月1日
資本金 53億1,590万円

取締役及び監査役
代表取締役社長 塚本慶一郎
取締役 井芹昌信
取締役 土田米一
取締役 関本彰大
取締役 前田 正
常勤監査役 鈴木豊
監査役 郡司明郎
監査役 大西健一
監査役 松本伸也

グループ連結従業員数 375名（2003年3月31日現在）

¡IT関連出版及びデジタルコンテンツ事業 
¡グループ各社の戦略策定及び事業活動統轄 

¡グループ各社の出版物販売、営業支援及びEC事業 

¡音楽関連出版事業 

¡DTP及びデザイン関連出版事業 

¡音楽著作権管理及び音楽系Webサイト運営 

¡クリエイターのキャスティング及び受託制作事業 

�¢�Ò�£� �ï�Ó�è �µ�̄�Û �á�Ç�­�”�³�ã�ï�¶��

�¢�Ò�£�æ�¿�Ä�”�Û �á�”�́�¿�«��

�¢�Ò�£ �¤�Ü�Ã�Ÿ �¤�È�̄�”�Ù �è�”�³�ã�ï��

�¢�Ò�£�Û�á�”�́�¿�«�Ý�Ã�Ÿ �ž�æ�±�”�½��
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¡金融資産運用事業（米国） 

�*�N�Q�S�F�T�T���$�B�Q�J�U�B�M�
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事業持株会社 
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（2003年3月31日現在）
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証券コード 9479

〒102-0075 東京都千代田区三番町20番地
Tel. 03-5275-9011（代表）
http://www.impress.co.jp/

お問い合わせ先
株式会社インプレス 社長室広報
Tel. 03-5275-9010
Email. release@impress.co.jp

Copyright ©2003 Impress Corporation All rights reserved.
※記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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決 　 算 　 期：3月31日

定 時 株 主 総 会：6月中

基 　 準 　 日：3月31日

その他必要があるときは、あらかじめ公告して定めます。

名 義 書 換 代 理 人：東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱信託銀行株式会社

同 事 務 取 扱 場 所：東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱信託銀行株式会社　証券代行部

同 事 務 連 絡 先：〒171-8508 東京都豊島区西池袋一丁目7番7号

（郵便物送付先・電話照会先） 三菱信託銀行株式会社　証券代行部

電話 （03）5391-1900（代表）

同 取 次 所：三菱信託銀行株式会社　本店・全国各支店

公 告 掲 載 新 聞：日本経済新聞

※2003年6月26日より、名義書換代理人を三菱信託銀行株式会社へと変更いたしました。

古紙配合率100%再生紙を使用しています


